
（別添資料）

平成 14 年度 グリーン購入に関するアンケート調査結果 概要

（１）グリーン購入に取り組む意義

　グリーン購入に取り組む意義については、「非常に意義のあることであり、積極的に推進す

べき」とする回答が 84.0%を占め、平成 11 年度調査における 79.5%、平成 13 年度調査におけ

る 82.2%より更に高い割合となっている。特に、都道府県・政令市では 100%に至っており、区

市では 95.1%、町村でも 79.4%に達し、グリーン購入の推進の重要性に対する認識が浸透して

いる。

　平成 11 年度、平成 13 年度に行った過去 2 回の調査との比較から、グリーン購入に取り組む

意義があると考える団体は年々増加しているといえる。
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（２）グリーン購入に際して参考にしているもの

　グリーン購入に際して参考にしているものは、全体で、「メーカー等が配布している製品カ

タログ・パンフレット」が 73.4%、「環境ラベリング制度」が 66.2%、次いで「環境物品等の

調達の推進に関する基本方針」が 39.9%を占めている。
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メーカー等が配布している製品
カタログ・パンフレット　　　

環境ラベリング制度（マーク等
表示）　　　　　　　　　　　

環境物品等の調達の推進に関す
る基本方針　　　　　　　　　

環境負荷データ表示／提供制度

横断的な地域連携（七都県市、
六府県市等）による取組　　　

特に参考にしているものはない

回答なし　　　　　　　　　　
合計(今　回:N=2,004)

　　(13年度:N=2,144)

（％）

　また、上記内容について、都道府県・政令市、市区、町村の別で見てみると（グラフ省略）、

都道府県・政令市では、「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」が 100.0%に達しており、

平成 13 年度に最も割合が高かった「環境ラベリング制度」と順位が入れ替わっている。区市で

は「環境ラベリング制度」が 82.2%、町村では、「メーカー等が配布している製品カタログ・

パンフレット」が 70.7%で最も高い。



（３）グリーン購入への取組状況

　「全庁で組織的に取り組んでいる」と回答している地方公共団体は、都道府県・政令市では

98.3%と高い水準にあるのに対して、区市では 50.4%、町村では 14.9%となっており、全体では

26.3%にとどまっている。しかし、「多くの部署で組織的に取り組んでいる」「一部の部署で組

織的に取り組んでいる」を加えると、38.7%の団体において何らかの形で組織的に取り組んでお

り、平成 13 年度調査の 23.6%と比較すると 15.1%増加している。

　また、後述の（１１）に示すとおり、都道府県・政令市では、全団体において「調達方針」

を「策定済み」であり、計画的なグリーン購入の推進が図られているところである。
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（４）グリーン購入への取組の進展状況

「進展した」と回答した地方公共団体は、全体で 31.6%となっており、「昨年度以前から全庁

で組織的に取り組んでおり進展なし」と合わせると、40.9%の団体で進展が見られるか、既に取

組が浸透していると考えられる。一方、38.8%は「あまり進展していない」と回答しており、「ほ

とんど進展がみられない」とする回答も 12.1%ある。
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（５）グリーン購入に取り組む上での阻害要因

　平成 11 年度調査、平成 13 年度調査と同様に「価格が高い」「組織としてグリーン調達に対

する意識が低い」と回答した地方公共団体が多く、いずれも 48.8%と高くなっているが、概ね

減少傾向となっている。
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＊価格が高い　　　　　　　　

＊組織としてのグリーン調達に
　対する意識が低い　　　　　

　各課毎の物品調達のため一括
　でグリーン購入ができない　

＊グリーン購入の対象となる製
　品の基準がはっきりしない　

＊種類・メーカーが少なく公平
　な購入ができない　　　　　

＊担当者のグリーン調達に対す
　る意識が低い　　　　　　　

＊グリーン購入に関する情報が
　ない　　　　　　　　　　　

＊要求されている規格に合わな
　い　　　　　　　　　　　　

＊品質が落ちる　　　　　　　

＊購入方法が煩雑で難しい　　

　その他　　　　　　　　　　

　特に障害はない　　　　　　

　回答なし　　　　　　　　　

合計(今　回:N=2,004)
　　(13年度:N=2,144)
　　(11年度:N=1,985)

（％）

（＊：平成 11 年度調査からの選択肢、以下同じ）

　上記内容について、都道府県・政令市、市区、町村の別で見てみると（グラフ省略）、都道

府県・政令市、区市においては、「価格が高い」と回答した割合が高くなっているが、町村で

は「組織としてのグリーン調達に対する意識が低い」と回答した割合が最も高くなっている。

また、都道府県・政令市においては、「要求されている規格に合わない」と回答した割合が 44.1%

と、「価格が高い」の次に高くなっている。



（６）グリーン購入進展のために必要な仕組み

　「環境物品等に関する情報提供システム、広報活動の拡充」が 76.7%と最も多く、平成 13 年

度調査より 15.2%増加している。また、「グリーン購入の対象となる製品の基準の明確化」が

45.3%、「担当職員等への研修、啓発の実施」が 42.0%と次に多くなっている。
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　物品調達の全庁的な一元化　

　庁内でのグリーン購入実施状
　況をチェックする仕組み　　

＊価格の低下が可能となる共同
　購入等の仕組み　　　　　　

＊グリーン購入実施者への優遇
　措置　　　　　　　　　　　

＊環境物品等の購入を推進する
　根拠となる制度の拡充　　　

＊環境物品等の購入に関する数
　値目標の設定　　　　　　　

＊環境物品等を生産、販売する
　事業者等への優遇措置　　　

　首長等の意識改革　　　　　

　グリーン購入の実績を客観的
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＊グリーン購入の実績を公表す
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合計(今　回:N=2,004)

　　(13年度:N=2,144)

　　(11年度:N=1,985)

（％）



（７）製品選択時の情報提供制度拡充に必要な仕組み

　グリーン購入進展のために必要な仕組みとして、「環境物品等に関する情報提供システム、

広報活動の拡充」と回答した割合が最も高かったところであるが、その具体的な仕組みとして

は、「環境物品等を認定し一目でわかるマークを表示する制度」が 75.3%と最も高く、次いで、

「製品情報の比較方法や表現方法の標準化、共通化」「環境負荷に関する様々な項目について

の総合的情報提供」の順で高くなっている。平成 13 年度調査との比較では「環境負荷に関する

様々な項目についての総合的情報提供」「再生素材含有率等具体的数値を表示し情報提供する

制度」について、いずれも 5%以上減少している。

75.3

41.4

37.8

32.6

32.6

28.3

1.0

1.5

78.4

44.0

38.2

32.9

1.7

0.2

28.9

44.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

環境物品を認定し一目でわか
るマークを表示する制度　　

製品情報の比較方法や表現方
法の標準化、共通化　　　　

環境負荷に関する様々な項目
についての総合的情報提供　

再生素材含有率等具体的数値
を表示し情報提供する制度　

団体や事業者の取組に対する
国の幅広い支援　　　　　　

マークや情報の信頼性をチェ
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（８）環境物品等の「価格」

　通常の製品と比較した環境物品等の「価格」については、紙類、文具類、OA 機器、作業用

手袋では「同等」以下と回答した割合が 45～55%程度と高い。一方、自動車、設備、公共工事

では、「同等」以下に対して「やや高い」「高い」との回答の比率が高く、中でも自動車につ

いては非常に高くなっている。また、インテリア・寝装、設備、公共工事、役務については、

回答がない地方公共団体も 3 割程ある。

　全体的にみて平成 13 年度調査に比べ「安い・やや安い・同等」が増加している。

　調達量の多い都道府県・政令市では、「同等」と回答した割合が、全般的に全体平均より高

い傾向にあるが、自動車、照明では、「高い」「やや高い」と回答した割合が更に高くなって

いる。
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（９）環境物品等の「品質」

　通常の製品と比較した環境物品等の「品質」については、紙類で「悪い」「やや悪い」と回

答している割合が若干高くなっているが、全ての分野について「同等」と回答している割合が

過半を占めている。

　平成 13 年度調査と比較すると、全体的に「悪い・やや悪い」が減少し、「同等」が増加して

いる。
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（１０）環境物品等の「コストアップ許容度」

　インテリア・寝装、作業用手袋、役務を除く製品分野については、通常の製品より環境物品

等が「10%程度高くても購入」と回答した割合が最も多く、3 割～4 割を占めている。更に「20%

程度、30%以上高くても購入」を合わせると 4 割～5 割弱を占める結果となっている。

　平成 13 年度調査と比較すると、自動車を除く分野で、同等以上の価格であっても購入すると

回答した割合が減少している。
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（１１）「調達方針」の策定の有無

　都道府県・政令市では、全団体において「調達方針」（グリーン購入法第 10 条に定められる

環境物品等の調達の推進を図るための方針）を「策定済み」であり、計画的なグリーン購入の

推進が図られているところである。一方、区市や町村では、策定済み又は今後策定予定の地方

公共団体は、それぞれ 7 割、1 割程度にとどまっており、町村の 7 割が調達方針の策定予定が

ないと回答している。

　地方公共団体全体としては、「策定予定なし」と回答した割合が 6 割を占めている。

　平成 13 年度調査と比較すると、「策定（改定）済みまたは予定」が微増となっている。

合 計策 定 済 み
策 定 し た
後、改定済

み

策 定 し た
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計画等には
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中
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し

回 答 な し
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13.0

60.0

2.0

0 20 40 60 80 100

策定済み　　　　

策定した後、改定
済み　　　　　　

策定した後、改定
予定　　　　　　

現時点では未策定
だが今後策定予定

計画等には基づい
ていないが取組中

策定予定なし　　

回答なし　　　　

（％）



（１２）グリーン購入の対象品目

　紙類、文具類等については 7 割以上が、機器類、OA 機器、照明、自動車、制服・作業服に

ついては 6 割前後が「調達方針」においてグリーン購入の対象品目としている。

　一方、インテリア・寝装、設備、公共工事、役務については、対象品目としている割合が 3

割前後と低くなっており、「対象品目から除外」「把握していない」と回答した割合が 5 割を

占めている。

　また、これらの分野を対象品目から除外した理由については、分野によって傾向が異なるが、

「全くまたはほとんど購入していないため」「対象とする基準が明確でない」「情報がない・

少ないため」などが多かった。

80.9

75.4

79.3

57.2

64.2

51.2

55.1

60.9

59.3

37.8

51.2

30.0

36.3

31.2

28.4

5.9

11.8

8.6

9.2

7.6

16.2

10.4

20.4

17.0

19.2

18.3

6.1

4.9

27.5

30.1

33.7

14.7

16.8

15.3

17.2

16.4

17.2

17.8

16.7

17.2

18.7

17.6

19.2

19.2

19.5

19.6

75.8

対象品目

0.5

0.9

1.7

8.2

1.7

対象品目から除外

30.4

20.8

27.4

15.8

13.2

18.6

19.7

13.4

17.4

3.4

5.8

把握していない

16.7

回答なし

0% 20% 40% 60% 80% 100%

紙類（情報用紙）　　

紙類（印刷用紙）　　

紙類（衛生用紙）　　

文具類　　　　　　　

機器類　　　　　　　

ＯＡ機器　　　　　　

家電製品　　　　　　

照明　　　　　　　　

自動車　　　　　　　

制服・作業服　　　　

インテリア・寝装　　

作業用手袋　　　　　

設備　　　　　　　　

公共工事（資材）　　

公共工事（建設機械）

役務　　　　　　　　

(N=760)


